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１．概要

○目 的
普通会計の歳入歳出、基金の残高及び地方債現在高がどのように推移するかを

推計し、中長期視点に立った計画的財政運営を進めます。

○期 間
令和２年度～令和６年度（今後５ヶ年間）

○位置づけ
中期財政見通しは、後年度の財政収支の見通しを明らかにしながら、第３次財

政改革プランの目標達成に向けた取り組みや今後の予算編成に当たっての指針と
します。
なお、この見通しは、現行の行財政制度により作成したものであり、今後地方

財政を取り巻く環境が変化していく中で、状況が大きく変わることも予想されま
すので、毎年度見直しが必要となります。
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２．中期財政見通しの推計方法
＜歳 入＞

○市税
税制改正の影響、税目毎に収納率等を

考慮し推計
○普通交付税
令和３年度からは、２年度国勢調査人

口推計値により試算
令和元年度単位費用、係数等を使用
公債費は市債の額と連動し推計

○国県支出金
各年度の事業計画から積上げ試算

○市債
各年度の事業計画から積上げ試算
臨時財政対策債は令和元年度確定額で

推移
○その他
事業計画等から積上げ試算

＜歳 出＞

○人件費
職員の給与は第３次定員適正化計画によ

る職員数の推移等により推計
○公債費
既発行分に係る償還金に新規発行見込み

分を加えて推計
○補助費等、投資的経費、その他の経費
令和元年度当初予算をベースに事業費

１００万円以上の増減見込により推計
○繰出金
特別会計の各年度収支見込により推計



３．普通交付税の推計

単位：百万円
合併算定替段階的縮減

△0.1

△0.3

△0.5

△0.7

△0.9

一本算定

Ｈ27国調
による減

普通交付税の合併算定替の段階的縮減が、２７年度から令和元年度まで５ヶ年かけて実施され、令和２年度には一本算定となり
ます。段階的縮減等による減少額は約１７．５億円となる見込みです。
また、令和３年度には、国勢調査による人口見直しによりさらに減少が見込まれますが、大型建設事業の起債発行に伴う公債費

算入の増加による影響があり、令和６年度の普通交付税額は１０８億円となる見込みです。

（決定額）

減少見込額

約△17.5億円
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（決定額）

R2国調
による減

（決定額）

＜普通交付税の推計方法＞
○令和元年度の単位費用、係数等を用いて試算
○平成２８～令和２年度は、平成２７年度国勢調査人口を、３～６年度は、令和２
年度国勢調査人口推計値を用いて試算
○公債費については、市債の額と連動し試算

（決定額） （決定額） （決定額）



事 業 名

全体 令和２～６年度

総事業費
（年度）

事業費
（年度）

国 費 県 費 地方債 その他特財 一般財源

市役所本庁庁舎整備
3,337.8

（29～R3）

761.2

（Ｒ2～3）
723.1 （合併） 38.1

市立図書館建設
1,502.2

（30～R3）

1,417.2

（Ｒ2～3）
1,417.1 （過疎） 0.1

田部手川河川整備事業
582.7

（30～R5）

494.1

（Ｒ2～5）
494.0

（緊急自然）

（防災対策）
0.1

市役所支所庁舎整備
1,698.5

（Ｒ1～5）

1,668.7

（Ｒ2～5）
46.9 817.2 （合併）

762.3

（基金）
42.3

小中学校校舎等長寿命化事業
1,070.3

（Ｒ1～6）

922.7

（Ｒ2～6）
247.9 369.7 （教育施設整備） 305.1

光情報通信網設備等更新補助金

（民間移譲に伴うもの）

926.1

（Ｒ1～4）

734.1

（Ｒ2～4）
705.7

（合併）

（過疎）
28.4

福江文化会館等施設・設備改修
834.9

（Ｒ2～7）

750.9

（Ｒ2～6）
750.9
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４．主な大型事業（２～６年度） 単位：百万円

※令和２年度から令和６年度までの事業費が５億円以上の見通しとなる主な建設事業を記載しています。
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５．歳入歳出総額と財源不足額

単位：百万円

このグラフは、現行の行政サービス水準を維持し、かつ、建設事業など現時点で計画されている事業を
予定通り実施し、このまま財政運営を継続した場合の収支見込です。令和元年度から令和３年度までは市
役所庁舎、清掃センター及び図書館建設などの大型建設事業の実施により歳出総額は高い水準で推移して
いく見込みであり、慢性的に財源不足が生じる見込みとなっています。

今後も引き続き事業の見直しを行い、基金取崩しに頼らない持続可能な財政運営に努めていくこととし
ています。
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６．財源不足額と財源調整基金残高

単位：百万円

※財源調整基金＝財政調整基金+減債基金

このグラフは、各年度の財源不足額をすべて基金の取崩しにより補てんした場合の基金残高の推移です。
今後、過去に建設された公共施設等の老朽化に伴う更新などの対策経費や大型建設事業に伴う公債費の増

加など、このまま使い続ければ基金が枯渇してしまいますが、事業の見直しなどを実施し、一定の基金残高
を確保しながら財政運営に努めていくこととしています。
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７．地方債発行予定額

8,718

3,714 3,710

2,735

1,665
1,509

単位：百万円

このグラフは、各年度の地方債発行予定額です。地方債の借入れに際しては、交付税措置の高い有利な地方債
（辺地債80％、過疎債・合併特例債70％など）の活用により後年度の負担を軽減しています。なお、令和元年度
までは、合併特例債を活用した事業実施に伴い、発行予定額が大きくなっています。

※臨時財政対策債は、地方公共団体の一般財源不足を補うため、特別に発行を認められた地方債です。発行に伴い地方公共
団体が将来にわたって支払うべき元利償還金は後年度の地方交付税としてその全額が措置されることになっています。

※R１の発行予定額については、H３０から繰越された事業に係る発行予定額を含めており、R１当初予算額とは異なります。
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８．地方債現在高の推移

単位：百万円

地方債現在高は、これまで大きく減少してきました。今後、清掃センター、庁舎、図書館などの建設により令和元
年度から３年度までは大きく増加しますが、大型の建設事業が終了する４年度以降は再び減少する見込みです。

【中期財政】 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

辺地債 3,202 3,561 3,628 3,665 3,614 3,390 3,141

過疎債 6,157 6,486 6,929 7,572 7,546 7,237 6,867

合併特例債 9,267 12,826 12,789 12,507 11,651 10,126 8,607

臨財債 10,292 9,965 9,594 9,180 8,749 8,336 7,971

その他 6,115 7,394 7,381 7,351 7,288 6,946 6,529

計 35,033 40,232 40,320 40,276 38,849 36,034 33,114

中期財政見通し

決算額（決算見込額）
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９．今後の財政運営の取組み
中期財政見通しでは、歳入で、普通交付税の合併算定替の終了に伴う減少や令
和３年度には国勢調査の人口見直しによる減少が見込まれます。

また、歳出においては、平成３０年度から令和３年度の市役所本庁庁舎を始め、
清掃センター及び図書館建設などの大型建設事業の実施やその財源として借入れ
る市債の後年度の財政負担、さらに過去に建設した公共施設等が今後更新時期を
迎えることによる対策経費など増加要因もあることから、引き続き厳しい財政運
営が予想されます。

今後５年間の見通しでは、収支不足を補うため、財政調整基金等の基金の取崩
しにより財政運営を行うこととなりますが、普通交付税の合併算定替が終了した
後も、一定の基金残高を確保しながら健全で持続可能な財政運営を行っていくた
め、平成２８年３月に策定した第３次財政改革プランに掲げた取り組みを着実に
遂行していくとともに、事業の廃止や見直しを積極的に行うことで、引き続き
「歳入に見合う歳出構造への転換」を図っていきます。

今後も社会情勢や経済状況により地方自治体を取り巻く財政状況は大きく変化
することも予想されることから、中期財政見通しについては、毎年度見直しを行
なっていきます。



中期財政見通し　歳入歳出総額
（単位：百万円）

歳入総額(ｱ) 33,486 18,332 29,573 18,268 29,148 18,002 28,131 18,267 27,649 18,325 26,362 17,992

市税（地方税） 3,479 3,479 3,494 3,494 3,444 3,444 3,453 3,453 3,450 3,450 3,382 3,382

地方譲与税 233 233 233 233 233 233 233 233 233 233 233 233

各交付金 741 741 789 789 898 898 898 898 898 898 898 898

地方特例交付金 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

地方交付税 13,217 13,217 13,149 13,149 12,822 12,822 13,078 13,078 13,140 13,140 12,874 12,874

　うち普通交付税 11,217 11,217 11,149 11,149 10,822 10,822 11,078 11,078 11,140 11,140 10,874 10,874

　うち特別交付税 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

国県支出金 7,457 26 6,941 26 6,879 26 6,710 26 6,419 26 6,351 26

市債（地方債） 7,094 520 3,714 462 3,710 462 2,735 462 1,665 462 1,509 462

その他 1,258 109 1,247 109 1,154 109 1,016 109 1,837 109 1,108 109

歳出総額(ｲ) 34,372 19,218 30,438 19,133 30,264 19,118 28,749 18,885 28,330 19,006 27,370 19,000

人件費 4,787 4,578 4,949 4,722 4,951 4,710 4,937 4,710 4,938 4,710 4,950 4,735

扶助費 5,269 1,773 5,352 1,696 5,352 1,696 5,352 1,696 5,352 1,696 5,352 1,696

公債費 3,737 3,703 3,821 3,763 3,939 3,860 4,332 4,216 4,633 4,517 4,567 4,451

物件費 4,406 3,418 3,850 2,909 3,801 2,902 3,671 2,723 3,562 2,818 3,749 2,932

維持補修費 176 164 171 160 171 160 170 160 170 152 170 160

補助費等 4,016 2,168 3,955 2,323 3,979 2,297 3,938 2,299 3,938 2,385 3,965 2,413

投資的経費 8,340 1,130 5,497 1,426 5,317 1,367 3,620 962 3,005 684 1,903 584

繰出金 2,551 2,170 2,376 1,986 2,353 1,984 2,326 1,975 2,321 1,973 2,320 1,975

その他 1,091 115 466 151 401 142 403 144 411 70 394 54

収支(ｳ)=(ｱ)-(ｲ)

基金取崩し額(ｴ)

累積赤字(ｶ)

年度末基金残高(ｷ)

※四捨五入のため、歳入総額と歳出総額は内訳の合計と一致しない場合があります。

※令和元年度は、当初予算で財政調整基金886百万円を取り崩しているため、収支がマイナスになっています。

4,046

0 0 0

0 0

3,428 2,747 1,739

0 0 0

0最終収支(ｵ)=(ｳ)+(ｴ)

△ 681 △ 1,008

865 1,116 618

△ 886

886 681 1,008

△ 1,116 △ 618

一般財源

令和3年度
中期財政見通し

令和4年度
中期財政見通し

令和5年度
中期財政見通し

令和6年度
中期財政見通し

事業費 事業費 一般財源事業費 一般財源事業費 一般財源 事業費

6,027

令和2年度
中期財政見通し

令和元年度
当初予算

事業費 一般財源 一般財源

△ 865

0

5,162

0

0


